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大気汚染防止法 及び 石綿障害予防規則の
アスベスト調査義務など

～建物解体改修工事をめぐるリスクコミュニケーショ
ンの重要性

2023年８月５日

弁護士 牛島聡美

１、石綿含有建材の種類

• レベル１
• レベル２

• レベル３
• 外壁等の仕上げ塗材の除去作業
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①レベル１ 石綿含有吹付け材
・吹付け石綿、石綿にセメント等の結合材と水を加え混合し、吹付機を用いて吹き付けたもの。

・吹付けロックウール（乾式、半乾式、湿式）
・吹付けバーミキュライト（ひる石吹付） など

鉄骨造（ｓ造）では、柱や梁の鉄骨を熱から保護するために使われていた。

鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）でも、天井・壁等の耐火・耐熱、吸音、結露防止、意匠として使用されて

いることがある。

3

②レベル２
• 石綿含有断熱材・保温材・耐火被覆材

煙突やダクト等の断熱、配管の保温、
天井や壁の断熱、結露防止、
貫通部の耐火（吹付石綿の代替）として

③レベル３ セメントで固めた成形板等
（波型スレート、Ｐタイル）

破砕しなければ飛散しにくいとされるが、
毛羽立ちによる飛散はあり得る。

④外壁等の仕上げ塗材
コンクリート等から剥がす時に電動工具を使うことで飛散する。
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アスベスト含有建材と製造時期

アスベスト含有製品の有無は、建材種類別及び製造時期並びに目視、設計図書等によ り

調査し、判断できない場合については、サンプリングをして分析すること。分析調 査に

ついては、アクチノライト、アモサイト、アンソフィライト、クリソタイル、ク ロシド

ライト、トレモライトのすべてのアスベストを対象とすること。

（過去の分析調査においてはクリソタイル、アモサイト、クロシドライトの 3 種類 のア

スベストのみを対象としており、アクチノライト、アンソフィライト、トレモラ イトを

対象としていない場合があるが、その場合はトレモライト等を対象とした分析 調査を再

度行うこと。

石綿障害

予防規則区分

種類

（施工部位）

Ｎｏ 建材の種類 製造時期

石
綿
含
有
産
業
廃
棄
物

その他アスベ
スト含有建

材

（成形板等）

内装材

（壁
・天
井）

2 2 石綿含有けい酸カルシウム

板第１種
1960～2004

2 3 石綿含有ロックウール吸音天

井板
1961～1987

2 4 石綿含有せっこうボード 1970～1986
2 5 石綿含有パーライト板 1951～1999

2 6 石綿含有その他パネル・ボー

ド
1966～2003

2 7 石綿含有壁紙 1969～1991

耐火

間仕切り
2 2 石綿含有けい酸カルシウム

板第１種
1960～2004

床材

2 8 石綿含有ビニル床タイル 1952～1987
2 9 石綿含有ビニル床シート 1951～1990

3 0 石綿含有ソフト巾木 （住宅用ほと

んどなし）

外装材

（外

壁・

軒天

）

3 1 石綿含有窯業系サイディング 1960～2004

3 2 石綿含有建材複合金属系サ

イディング
1975～1990

3 3 石綿含有押出成形セメント板 1970～2004

2 2 石綿含有けい酸カルシウム

板第１種
1960～2004

1 5 石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板
1952～2004

3 4 石綿含有スレート波板・大波 1931～2004
3 5 石綿含有スレート波板・小波 1918～2004

3 6 石綿含有スレート波板・そ

の他
1930～2004

屋根材
3 7 石綿含有住宅屋根用化粧ス

レート
1961～2004

3 8 石綿含有ルーフィング 1937～1987
煙突材 3 9 石綿セメント円筒 1937～2004
設備配管 4 0 石綿セメント管 ～1985

建築壁部材 4 1 石綿発泡体 1973～2001

石綿障害

予防規則区分

種類

（施工部位）
Ｎ
ｏ

建材の種類 製造時期

廃
石
綿
等

吹付け材 吹付け材

1 吹付け石綿 1956～1975

2 石綿含有吹付けロックウール 1961～1987

3 湿式石綿含有吹付け材 1970～1989

4 石綿含有吹付けバーミキュラ

イト
～1988

5 石綿含有吹付けパーライト ～1989

保温材・耐

火 被覆材・

断熱 材

保温材

6 石綿含有けいそう土保温材 ～1980

7 石綿含有けい酸カルシウム

保温材
～1980

8 石綿含有バーミキュライト

保温材
～1980

9 石綿含有パーライト保温材 ～1980

10 石綿保温材 ～1980

耐火被覆

材

11 石綿含有けい酸カルシウム

板第２種
1963～1997

12 石綿含有耐火被覆板 1966～1983

断熱材
13 屋根用折板石綿断熱材 ～1989

14 煙突用石綿断熱材 ～2004

石
綿
含
有
産
業
廃
棄
物

その他アスベ

スト含有建

材

（成形板等）

内装材

（壁

・天

井）

15
石綿含有スレートボード・フ

レキシブル板
1952～2004

16 石綿含有スレートボード・平
板

1931～2004

17
石綿含有スレートボード・軟

質板
1936～2004

18
石綿含有スレートボード・軟

質フレキシブル板
1971～2004

19
石綿含有スレートボード・そ

の他
1953～2004

20 石綿含有スラグせっこう板 1978～2003

21 石綿含有パルプセメント板 1958～2004

『目で見るアスベスト建材』（第２版）p8-9 H20・3 国交省

アスベスト含有建材の使用部位例

1
『目で見るアスベスト建材』（第２版）

p10-11 H20・3 国交省
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２、現行の大気汚染防止法 ①
原則令和３（2021）年4月から施行

• 全ての石綿含有建材に規制対象を拡大した

大気汚染防止法の対象となる「特定建築材料」（法第2条第11項）を、
「吹付け石綿その他の石綿を含有する建築材料」とした（施行令第3条の3）。

⇒建築物等の工事前の事前調査で全ての石綿含有建材の有無を確認する。

7

２、現行法 大気汚染防止法の第18条の15
「建築物等を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工事の元請業者は、当該解体等工事が特定工事に該当する
か否かについて、設計図書その他の書面による調査、特定建築材料の有無の目視による調査その他の環境省令で定める
方法による調査を行うとともに、環境省令で定めるところにより、当該解体等工事の発注者に対し、次に掲げる事項に
ついて、これらの事項を記載した書面を交付して説明しなければならない。」
「１、当該調査の結果

２、特定工事に該当するとき（アスベスト建材があると確認されたとき）
イ 特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の部分における特定建築材料の種類並びにその使用箇所及び使用面積
ロ 特定粉じん排出等作業の種類
ハ 特定粉じん排出等作業の実施の期間
ニ 特定粉じん排出等作業の方法

３、当該解体等工事が第十八条の十七第一項に規定する届出対象特定工事に該当するとき
（レベル1建材、レベル2建材が確認さたとき）

2、と同じ+α
4、 略
5、解体等工事の元請業者又は自主施工者は、・・・記録の写しを当該解体等工事の現場に備え置き、かつ、当該調査の結果その他環境省令で定める

事項を、当該解体等工事の現場において公衆に見やすいように掲示しなければならない。
６、解体等工事の元請業者又は自主施工者は、・・・調査を行つたときは、遅滞なく、環境省令で定めるところにより、当該調査の結果を都道府県知

事に報告しなければならない」
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大防法改正リーフレット
https://www.env.go.jp/c
ontent/000066248.pdf
P6上段 環境省

大防法改正リーフレット
P6下段 環境省
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①特定粉じん排出等作業
ー全ての石綿含有建材について、建築物・工作物を
解体、改造又は補修すること。

②特定工事ー①を伴う建設工事のこと

③届出対象特定工事ー②のうち、石綿を多量に発生し、
又は飛散させる原因となる吹付け石綿（レベル１）・
石綿岩綿保温材・断熱材・耐火被覆材（レベル２）の
除去・封じ込め・囲い込みを行う工事。

大防法改正リーフレット
P7上段 環境省
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大防法改正リーフレット
P７下段 環境省

ささ2

大防法改正リーフレット
P８上段 環境省
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大防法改正リーフレット
P８下段 環境省

大防法改正リーフレット
P９上段 環境省

- 8 -



2023/8/3

9

大防法改正リーフレット
P９下段 環境省

大防法改正リーフレット
P１0上段 環境省
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大防法改正リーフレット
P１0下段 環境省

大防法改正リーフレット
P１1上段 環境省
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大防法改正リーフレット
P１1下段 環境省

大防法改正リーフレット
P１2上段 環境省
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大防法改正リーフレット
P１２下段 環境省

大防法改正リーフレット
P１３上段 環境省
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2020年アスベスト 規制
改正で残された課題

2023年8月5日

ジャーナリ スト 井部正之

《 概要》

• 改修・ 解体時の事前調査・ 分析で資格制度導入も精度管
理なし

• 建物使用時の調査・ 管理義務なし

• 有資格者による作業の完了検査位置づけも測定義務なし

• 除去業者の許認可制なし

• 労働者の保護規定が途上国並みのまま放置

《 話題》

• 裁判所でアスベスト 飛散が続く 残念な現実

1

2
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日本のアスベスト 規制「 周回遅れ」

• 日本はアメ リ カに続いて、 世界第2位の「 アスベスト 使用大国」

• 労働者のアスベスト 被害、 「 世界の疾病負荷」 で世界でワースト 3

• 中皮腫による死亡 1995年 500人 → 2021年 1635人

• アスベスト 労災は年間約1000人で半数超が建設業

• 吹き付けアスベスト のある部屋に「 居ただけ」 でオフィ スワー
カーらが中皮腫などの発症 2021年度までの労災認定 182人

• 日本のアスベスト 規制は「 約30年遅れ」 「 周回遅れ」

• 2020年の規制改正を経ても、 追いつけていない

• EUや英国、 米国などからさらに引き離される現実

改修・ 解体時の事前調査・ 分析で資格制
度導入も精度管理なし
• 2023年10月施行の規制改正で、 建物などの改修・ 解体時における
アスベスト の事前調査で講習を修了した有資格者による実施が義務
づけ

• と ころが実地研修もなく 、 現場を知らない建築物石綿含有建材調査
者が量産されている実態。 すでに合格率90～95％。 誰でも受かる

• 講習機関は「 合格率を95％まで上げるよう 国から指示」 の声も。
国はもちろん否定

• 試験に出る内容を講習の際にあらかじめ教えていたりする

• 更新講習も義務づけなし

• イギリ スでは実質的に毎年、 更新講習を受ける義務がある

• イギリ スでは調査機関が調査の5％を別の資格者が調査し直し 、 違
いがでないことを確認するなどを求めるISO認証（ ISO17020） を
「 強く 推奨」 →議会で法令化求める声があり 今後の課題に位置づけ

3

4
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改修・ 解体時の石綿分析で資格制度導入

• 2023年10月施行の改正石綿則で、 改修・ 解体時の建材などのア
スベスト 分析は講習を修了した「 分析調査者」 が実施すること
が義務づけ

• 分析結果がしょ っちゅう 食い違う 状況でも精度管理の義務づけ
なし

• 英国や豪州、 米国、 韓国では分析者や分析機関の外部精度管理
も義務づけないし実質義務づけ

• と く に英国は分析者の認定、 分析機関の許認可に加えて、 ISO
認証（ ISO17025） による分析結果に対する95％信頼区間での
保証も義務づけ（ 建材などバルクだけでなく 空気中の分析も）

建物使用時の調査・ 管理義務なし

• 建物などの通常使用時におけるアスベスト 調査・ 管理の義務づけなし

• 改修・ 解体時の事前調査では講習を修了した有資格者による実施が義務
づけられたが、 それ以外の際、 たとえば建物の使用時は対象外

• 石綿障害予防規則（ 石綿則） で吹き付けアスベスト や保温材などについ
て一部存在するが、 調査義務もリ スク評価も、 明確な管理方法もなく 、
機能していない

• 「 建築物石綿含有建材調査者」 講習制度はもと もと国土交通省が建物の
通常使用時におけるアスベスト の調査・ 管理のために創設

• なのに2020年改正で建築基準法改正は放置され、 いまだ義務づけなし

• “素人調査”が野放しのまま継続中

• 英国、 豪州、 韓国などでは義務づけ

5

6
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有資格者による作業の完了検査位置づけ
も測定義務なし

• 現場監督の「 石綿作業主任者」 ないし調査の講習を修了した
「 建築物石綿含有建材調査者」 が工事が適切だったか、 アスベ
スト の取り 残しがないか検査することが位置づけ

• いずれの講習でも完了検査の方法は教えていない

• 教わっていないのに突如「 有資格者」 と して適切な検査ができ
ることに

• 2005年7月の石綿則施行と同じ状況

• 英国や豪州などは認定を受けた有資格者による作業完了時の取
り 残し検査、 作業完了時のクリアランス測定が義務づけ

除去業者の許認可制なし

• アスベスト 関連関連の作業者 特別講習わずか4.5時間

• 現場監督「 石綿作業主任者」 講習10時間

• いずれも座学のみ

• 実地研修もないため、 除去作業の隔離養生も作れない

• 会社・ 個人の許認可制なし 。 更新講習義務なし

• 英国： 講習（ 作業者・ 監督など） 修了＋現場経験＋会社・ 個人
の許認可制

• 豪州： 成形板など「 Non-friable」 2日、 吹き付けアスベスト な
ど「 Friable」 2日、 現場監督1日の講習あり ＋現場経験＋許認可

• 2005年に日本が批准したILO石綿条約で許認可制・ 継続的な講
習の義務づけあるのに無視しており 違反状態

7

8
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労働者の保護規定が途上国並みのまま放置

• 日本はアメ リ カに続いて、 世界第2位の「 アスベスト 使用大国」

• 労働者のアスベスト 被害、 「 世界の疾病負荷」 で世界でワースト 3

• アスベスト 労災は年間約1000人で半数超が建設業

• これだけ被害が出続けているのに、 労働者のばく 露防止対策が緩す
ぎる

• アスベスト が付着することは間違いないのに、 成形板などの除去作
業時に防護服（ タ イベッ ク） を着なく てよい

• 英国、 豪州、 米国などでは「 労働者のアスベスト ばく 露を技術的に
可能な限り 減らす」 との規定があり 、 徹底した対策を実施

• 日本はこの規定がなく 、 いく らでもばく 露させてよい状態

裁判所でアスベスト 飛散が続く 残念な現実

• 2015年12月 東京高裁や地裁、 簡裁が入る合同庁舎で「 アスベスト
飛散」 で4-8階の法廷閉鎖 最高裁は飛散なしと主張

• 2018年1月 前年12月に実施したエレベーターシャフト の粉じん濃度
測定で空気1リ ッ ト ル中1本超を確認。 非常用エレベーター1基を除い
てすべての来庁者用エレベーターを停止 最大で15.1本（ クリ ソタ イ
ル2.1本、 アモサイト 13本） 検出 最高裁は安全と主張

• 2018年10月 最高裁の大法廷で空気中にアスベスト 検出し 、 「 法の
日」 イベント 中止

• 2022年5月 大阪高裁や地裁、 簡裁が入る合同庁舎でアスベスト 疑い
の「 白い粉」 発見。 分析できなかったのにアスベスト 不検出と発表

• 2023年度 東京高裁や地裁、 簡裁が入る合同庁舎で大規模な対策開
始

9

10
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2023.8.5 
『大気汚染防止法及び石綿障害予防規則のアスベスト調査義務などの課題 

〜建物解体改修工事をめぐるリスクコミュニケーションの重要性』 
−環境省が策定した解体改修等工事のためのリスクコミュニケーションガイドラインの概要 
 
 村山武彦（東京工業大学） 
 
1．ガイドライン策定の経緯 
 2017 年度（H29 年度）に策定されたガイドラインでは、次のような点が策定の経緯や理由とし
て挙げられている。すなわち、石綿製品の新たな製造や使用等が 2006 年に原則として使用禁止に
なったが、建築物内の石綿含有建築材料が以前として残存しており、これらの解体等工事が 2028
年頃にピークを迎えると予測されていること、2013 年 2 月の中央環境審議会の中間答申におい
て、周辺住⺠等への情報開示に関し、住⺠等への説明会等の実施といった更なる自主的な取り組
みについて検討する必要があるとされたこと、また、2013 年の大気汚染防止法の一部を改正する
法律案に対する参議院附帯決議においても、リスクコミュニケーションの増進に向け、先進的か
つモデル的な取り組みを進めることについて、適切な措置を講ずべきとされたことなどである。 
 その後、2020 年６月の大気汚染防止法の改正及び参議院附帯決議において「リスクコミュニケ
ーションが進むよう必要な措置の検討を行うこと」とされたことを受けて、 2022 年度（R4 年度）
に、法改正の反映や最新のリスクコミュニケーション事例、地方公共団体の周知範囲の事例など
を拡充した改訂版 ガ イドラインを作成した。 
 環境省では化学物質全般の管理、特に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改
善の促進に関する法律（化管法）」に基づく化学物質管理に関連して、リスクコミュニケーション
を進めるための事例集や自治体のためのリスクコミュニケーションマニュアルを作成しているが、
特定物質に対するリスクコミュニケーションのガイドラインを策定している例は他にないと思わ
れる。 
 
２．ガイドラインの目的や想定される利害関係者との関係 
 このガイドラインは、解体や改修、補修などの工事の発注者や請負契約によらず自ら工事を施
工する者を対象に、周辺住⺠などとの信頼関係を構築し、適切な工事が施工できるように、リス
クコミュニケーションの基本的な考え方や手順を取りまとめたものになっている。 
 構成として、最初にアスベストの概要、ガイドラインの趣旨やリスクコミュニケーションの目
的などをまとめた後、当該工事を施工する際に求められるリスクコミュニケーションの手順を詳
述する。また、漏えいや飛散事故が発生した際のリスクコミュニケーションについても事象の発
生段階ごとに紹介している。 
 リスクコミュニケーションの定義として、次の内容を挙げている。 
 「解体等工事における石綿飛散に係るリスクや飛散防止対策の内容と効果などに関する正確な

情報を、発注者または自主施工者と工事の元請業者及び下請負⼈が周辺住⺠等や地方公共団
体等関係機関と共有し、相互に情報や意見を交換して意思疎通を図ること」 
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 また、その目的として、「相互理解を深め信頼関係を構築し、必要に応じて飛散防止対策の質を
高め、リスクの低減に役立てること」としている。 
 このガイドラインで想定している利害関係者の間の関係は、図１のとおりである。 

図１ 環境省のガイドラインで想定しているリスクコミュニケーションの全体像 

（R4 年度版環境省ガイドラインより引用） 

 
 図１においてコミュニケーションの対象となる周辺住⺠等として、次のような整理をしてい
る。 
--- 
・周辺住民（当該建築物等周辺を通学や通勤に利用している者を含む） 

・周辺事業所 

＜特に配慮が必要な施設や不特定多数の人が出入りする施設が存在する場合は下記も含む＞ 

・保育所や学校等の関係者 

・病院、大型ショッピングセンター、イベントホールなどの関係者 

＜当該建築物等や敷地の使用を継続した状態で解体等工事を行う場合は下記も含む＞ 

・解体等工事を行う当該建築物等の内部、あるいは、その敷地内で活動する人 
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・当該建築物等、あるいは、敷地内の他の建築物等の管理者 

・当該建築物等が存在する敷地の管理者 

--- 
 
３．工事の進捗に応じたリスクコミュニケーションの実施内容 
 工事の一般的な流れに沿ったリスクコミュニケーションの実施内容を図２にまとめている。 

図２ 解体等工事の一般的な流れとリスクコミュニケーションの実施時期 

（R4 年度版環境省ガイドラインより引用） 
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また、漏えいや飛散事故が発生した場合には、新たな石綿含有建築材料が発見された段階での

情報提供の内容、漏えいや飛散事故が発生した場合の通報体制や関係者との情報共有の方法、作
用が終了した後の情報提供の内容などをまとめている。 
 
４．参考資料の構成 
 本文に加えて、次の資料が参考として追加されている。 
・石綿による健康リスク 
・石綿含有建築材料の種類 
・リスクコミュニケーション事例における成功例・苦労した点など 
・リスクコミュニケーションの個別事例 
・地方公共団体の条例等で規定・指導している解体等工事の周知範囲等の例 
・リスクコミュニケーションで使用する資料の例 
・説明会開催の具体的な手順 
・想定問答の例 
・用語集 
 
 上記のうち、成功例や苦労した点は個別事例とともに具体的な事例を参考に整理された内容と
なっている。また、想定問答は住⺠からの質問や意見として想定される 14 項目に対して、具体
的な回答をまとめた。 
 
個別事例の分類 
・工事開始前の周知：６事例 
・工事開始前及び工事の実施中の周知による事例：１事例 
・説明会の都度開催：３事例 
・協定の締結：１事例 
・３ 者による工事協定、第三者による工事監視：１事例 
・学習会の開催等：１事例 
・追加調査により住⺠の不安を解消：１事例 
・騒音、粉じんの苦情から石綿が確認：１事例 
・お知らせと掲示内容の不一致によるトラブル：１事例 
・工期延⻑が周知されなかったことによる苦情：１事例 
・不適切な住⺠説明により苦情等が⻑期化：１事例 
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５．オーストラリアの関連ガイドライン 
オーストラリアでは 2019〜2023 年を対象としたアスベスト国家戦略計画の一環として作成さ

れており、政府関係者、NGO、労働組合、専門家や支援グループ、医療関係者などを対象として
構成されている。新型コロナウィルスや喫煙などの他の健康問題と比較して、アスベストがもた
らす問題の特性を考慮した対応を最初に示している。アスベストの飛散対策を行う際の実務的な
手続きを示すことよりは、むしろリスクをめぐるコミュニケーションを進めるにあたっての基本
的な考え方をまとめているということができる。このガイドラインの前に、アスベストをはじめ
とする有害物 質によって汚染された サイトへの対応策（ National Environment Protection 
(Assessment of Site Contamination) Measure 1999、2013 年に改正）が定められており、その中の
一つとして、サイト周辺の地域との関与やリスクコミュニケーションに関するガイドラインが設
けられている。こちらにより具体的な手続きが示されており、アスベストに特化したガイドライ
ンとの役割分担が一定程度なされているように思われる。 

日豪のガイドラインの比較を表１に整理した。オーストラリアのガイドラインでは、不確実性
やリスクとハザードの違い、リスクレベルの推定など、リスクベースの考え方に基づいた構成に
なっている。また、リスクコミュニケーションを進めるための基本的な原則を整理しており、こ
れらはアスベスト汚染に限らず他の環境リスクにも共通した考え方を示している。一方で、日本
のガイドラインは、建物の解体や改修に焦点を当てて、これらの作業を進める際に必要となるサ
イト周辺の住⺠をはじめとした関係主体とのコミュニケーションに関して、実務的な手順を重点
的にまとめているといえる。オーストラリアのガイドラインの方がリスクのレベルに応じた対応
を進めるためにコミュニケーションをどのように扱うべきかというアプローチが強く、日本のガ
イドラインではリスクという語が使用されているもののその定義やリスクレベルの議論は含まれ
ていない。オーストラリアのガイドラインにおいて「アスベストばく露によるリスクをめぐるコ
ミュニケーションはなぜ課題となっているか」という部分で、アスベスト特有の内容を挙げてい
る点は注目される。 

アスベストばく露に関連した対策やコミュニケーションにおいてリスクベースの議論がなされ
るようになれば、オーストラリアのガイドラインが参考になるように思われる。その中には、ア
メリカの EPA がリスクコミュニケーションに関する原則の内容も参考にされていると考えられ
ることから、こうした点を含めて今後検討していくことが求められる。  
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表１ 日豪のガイドライン比較 
 

日本 オーストラリア 

経緯 

• 2013 年の中環審答申：周辺住民への情報
開示に関する自主的取り組み 

• 2013 年の大防法改正案への参議院付帯決
議 

• 2020 年の大防法改正・参議院付帯決議 

• 2013 年のアスベスト安全・根絶庁の設立 
• 2013年から5年間程度ごとに国家戦略計画の
策定 

• 当初から、「一般市民の意識啓発」を主要項目
に列挙 

目的 

• 解体等工事の発注者または自主施工者向
け 

• 通常時の解体等工事における石綿飛散防
止対策に係る手順 

• 解体等工事の実施中に新たな石綿含有建
築材料の存在が発覚した場合や漏えい ・
飛散事故が発生した場合の手順 

• 政府の関係部署、NGO、労組、専門家、医療技
術者などが対象 

• 明確で一貫し捕捉的な情報提供のための原則 
• 職業・非職業双方の現場におけるコミュニテ
ィの関与の効果的なプロセス構築 

内容 

• リスコミの手順（法・条例等の確認、周辺
地域の情報収集、石綿使用の有無、リスコ
ミの準備・実施、実施時期ごとの留意事
項） 

• 石綿漏えい・飛散事故発生時のリスコミ 

• アスベスト関連のリスコミの課題 
• 課題解決のための原則 
• ばく露回避のためのリスコミの進め方 
• ばく露の可能性がある場合のリスコミ 

特色 

• 解体や改修時のリスコミに特化 
• 発注者や自主施工者向け 
• 手順や想定問答などマニュアル的な要素 

• 幅広いばく露機会を対象 
• リスクの不確実性の考慮 
• リスコミのための原則を提示 
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建物解体・改修現場での
リスクコミュニケーション実践例

中皮腫・じん肺・アスベストセンター 永倉冬史
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石綿輸入量と中皮腫死亡者数の推移 日英比較
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どこにでもある。大量にある。

容易に発じんして目に見えない。臭いもない。

閾値がない、致命的な病気を起こす発がん物質。

病気の潜伏期間が極めて長い。

今後も被害が増え続ける。

だれでも病気になる可能性がある。

石綿のリスクの特徴

3

石綿の単繊維0.02μｍ（１ｍｍの5万分の１）

4

花粉30μｍ（石綿の1500倍）

小さな粉じん
1μｍ（1mmの千
分の１）
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大気汚染防止法の第18条の15
「建築物等を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工事の元請業者は、当該解体等工事が特定工事に該当する
か否かについて、設計図書その他の書面による調査、特定建築材料の有無の目視による調査その他の環境省令で定める
方法による調査を行うとともに、環境省令で定めるところにより、当該解体等工事の発注者に対し、次に掲げる事項に
ついて、これらの事項を記載した書面を交付して説明しなければならない。」
「１、調査結果

２、特定工事に該当するとき（アスベスト建材があると確認されたとき）
イ 特定粉じん排出等作業の対象となる建築物等の部分における特定建築材料の種類並びにその使用箇所及び

使用面積
ロ 特定粉じん排出等作業の種類
ハ 特定粉じん排出等作業の実施の期間
ニ 特定粉じん排出等作業の方法

３、当該解体等工事が第十八条の十七第一項に規定する届出対象特定工事に該当するとき
（レベル1建材、レベル2建材が確認さたとき）

2、と同じ+α
4、 略
5、解体等工事の元請業者又は自主施工者は、・・・記録の写しを当該解体等工事の現場に備え置き、かつ、当該調

査の結果その他環境省令で定める事項を、当該解体等工事の現場において公衆に見やすいように掲示しなければならない。
６、解体等工事の元請業者又は自主施工者は、・・・調査を行つたときは、遅滞なく、環境省令で定めるところによ

り、当該調査の結果を都道府県知事に報告しなければならない」

解体工事でアスベスト対策に関する
リスクコミュニケーション４つのケース
①文京区さしがや保育園の内装工事のアスベスト飛散事故

➁⻄宮市旧夙川学院短期大学解体工事に関するアスベスト除去

③旧築地市場解体工事に関するアスベスト除去

④新宿区 旧厚生年金会館解体工事の立入協定
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①文京区さしがや保育園の内装工事の
アスベスト飛散事故：1999年

：改修工事に伴うアスベスト粉じん飛散と
園児・職員のハザードコミュニケーションの形成事例

鉄骨回りの吹付アスベスト

10
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文京区立さしがや保育園で
アスベスト飛散事故（検討委員会報告書抜粋）

平成11年度、⽂京区⽴さしがや保育園では、0歳児の定員増をはかるため園舎
の改修⼯事を実施した。当該⼯事の過程で、園舎の天井裏等に存在した吹付け
アスベストを⾶散させ、隣接する保育室の園児等がアスベストにばく露すると
いう事態が生じた。

平成11年10⽉25⽇に「⽂京区⽴さしがや保育園アスベストばく露による健康
対策等検討委員会」を設置し、同委員会はこのような事態に至った原因を明ら
かにするとともに、今後の対応について検討を⾏い、平成15年12⽉22⽇に区
⻑に答申した。

その答申を踏まえ、平成16年3⽉31⽇に「⽂京区⽴さしがや保育園アスベスト
健康対策等専門委員会」を設置し、対象者149人（園児・職員）に対する具体
的な健康対策について検討を⾏った結果、平成19年3⽉28⽇に「⽂京区⽴さし
がや保育園アスベスト健康対策実施要綱」を制定した。

経緯等の概要

（１）工事の目的及び内容
本件工事は、さしがや保育園の0歳児の定員増を目的とし、ほ

ふく室、調乳室、沐浴室の整備を行うものであった。工事の内容
は、間仕切りの設置、内装改修、電気・給排水設備の改修であり、
工事範囲と隣接する保育室との区画はベニヤ板による通常の仮設
間仕切りであった。
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経緯（平成11年・１９９９年）
• 4⽉21日 〇保護者会 ・園⻑から工事について説明
• 4⽉22日 〇保護者から園⻑にアスベスト使⽤の有無の問い合わせ
• 4⽉24日 〇工事契約
• 7⽉5日 〇工事個所と保育室の間の仮設間仕切りの設置
• 7⽉7日 〇天井仕上材撤去

・保護者から剝がさないはずの天井をはがしていると指摘
• 7⽉8日 〇既存の壁、仕上材撤去・保護者がアスベスト剥離を発見
• 7⽉9日 〇調乳、浴室のフレキシブルボード撤去
• 7⽉10日 〇既存コンクリートブロック壁撤去・柱部分のアスベストが一

部落下

・7⽉14日 〇保護者会（工事説明、営繕課、児童課、建設業者同席）
・目張りをすること・できるだけ早く天井をはること

・7⽉15日 〇仮設間仕切りの目張り
〇軽量鉄骨壁下地の組み立て・アスベスト一部除去

・7⽉28日 〇保護者会（工事説明会、営繕課⻑、児童課⻑ほか出席）
・アスベスト封じ込め工事を提案するも了承されず
〇保護者からの要望
・アスベスト露出状態の回避のため工事の早期実施
・代替地への避難の検討
・専門家の判断
・完全除去または全面建て替えのプランニング

・9⽉8日 〇アスベストに関する専門家による説明会

・10⽉25日 〇第1回文京区さしがや保育園アスベストばく露による健康対策等検討委
員会開催
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文京区さしがや保育園アスベストばく露
による健康対策等検討委員会

（１）本委員会の目的
１，ばく露量の推定及び健康への影響について

２，ばく露を受けた者への健康対策について

３，その他必要な事項

リスクのとらえ方
• 結論として、アスベストをはじめ、閾値のない発がん物質のリ
スクは、本来は限りなく０に近いことが望ましいが、現在わが国
では、有害物質による生涯リスクが10万分の1以上あるときは、
何らかの対策をとるべきであると考えられているので、今回の園
児のリスクの最大が10万分の6.3と推計され、また、ばく露年齢
が０〜5歳という不確実要因も加わることから、今後何らかの健
康面での経過観察が必要であると考えられる。
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２０２３年７月２６日
第55回 ⽂京区⽴さしがや保育園アスベスト健康対策等専門委
員会が開催された。

• さしがや保育園の工事 １９９９年
• 検討委員会答申 ２００３年
• 反アスベスト国際会議（早稲田大学） ２００４年
• クボタ旧神崎工場（尼崎）周辺住⺠の健康被害発覚 ２００５年
• アスベスト原則禁止 ２００６年
• アスベスト全面禁止 ２０１２年

➁⻄宮市旧夙川学院短期大学解体工事に関する
アスベスト除去

：ずさんなアスベスト対策で実施された解体工事で
近隣住⺠が事業者と地元行政を訴えた事例
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2013年、⻄宮市旧夙川学院短期大学解体工事
に伴うずさんなアスベスト除去

• 2013年６⽉から旧⼤学校舎の解体作業が10か⽉にわたり⾏われた。解体
⼯事についての事前の住⺠説明会で、事業主及び解体業者は住⺠に対し、
校舎のうちの１号館と２号館以外にはアスベストが存在しない旨説明し、
それを前提に解体⼯事は⾏われた。⼯事中には、⻄宮市が現場調査を複数
回実施したが、アスベスト建材を⾒逃した。

•2016年7⽉27⽇(⽔) 夙川短⼤のアスベスト問題について、
住⺠３８名が業者と⻄宮市を提訴︕

•2019年4⽉16⽇（⽕）こしき岩アスベスト訴訟の神⼾地裁判
決が出されました。原告敗訴

⻄宮の事例紹介 夙川短期⼤学跡地の裁判裁判にいたる経緯（原告の訴状による）

2013.6 〜 解体⼯事開始（〜2014年3⽉までの10か⽉間）

2013.7.21 住⺠説明会「アスベストが１号館と２号館の一
部にあるがそれ以外には無し」と説明

2013.4.8 夙川短⼤跡地が校舎つきで創建に売却

10棟からなるマンモス校舎。1966年〜1988年建設

夙川短⼤の正門前。右側の道路は通学路として多くの生徒が利⽤
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⻄宮の事例紹介 夙川短期⼤学跡地の裁判被告「⻄宮市」に対する主張
原告の主張
●⻄宮市は、違法⼯事を疑うべき理由

▶アスベストは存在しなかった
▶アスベストを隠す違法⼯事はなかった
という認識を変えず、住⺠からの再三にわた
る調査や指導の要請を拒み続けた

●⻄宮市が、その根拠とする理由

これらを指摘されても

●2013.7.26〜10.3の期間に7回実施
●時間は約30〜60分間と短時間

⇒校舎10棟の詳細な調査はとても不可能
●初回の7.26の時点で、すでに内装材のほ
とんどが撤去済み⇒調査すべきものがない
●図面上でレベル１、レベル２のアスベスト
記載がある19か所のうち、目視確認された
記録は1か所のみ⇒他の18ヵ所は記録なし

①改修・補修⼯事を実施しており、設計図書
どおりとは言えない
②現場での⽴ち⼊り調査が最も重要で、複数
回の⽴⼊調査でアスベストは発⾒されなかっ
た
●⻄宮市が⾏った現場での⽴ち⼊り調査は、
極めてずさんで、アスベスト有無の判断がで
きるようなものでなかった

場所 設計図書アスベスト記載数（⽴⼊箇所数）
レベル１ レベル２ レベル３ レベル１

の疑い
レベル２
の疑い

レベル３
の疑い

1号館 5（１） 8 62（１）

書庫等 6

学⽣寮
こしき岩寮 2 1 20 21（１）

学⽣寮増築 1 4 7（１） 1 19（２）

12号館 4 11 75

10号館 14 1 69（１）

5号館 17 2 17（１）

8号館 5 2 11（４）

9号館 2 3（１）

3号館 24 2 25
（11）

11号館 4 7（２）

2号館 2 23 1 11（１）

不明 4 4

合計 10 9 137 10 0 328

③旧築地市場解体工事に関するアスベスト除去
：発注者の東京都中央卸売市場当局が

リスクコミュニケーションを実践した事例

- 36 -



2023/8/3

12

旧築地市場の解体工事に伴う
アスベスト除去工事

• 施設の解体工事が２０１８年１２月に開始、アスベスト除去工事が始まった。第1期工事。

• 第１期工事の解体建築物は大小合わせて１５５棟、うちレベル１除去は２７棟、レベル２

の除去は１２棟で実施された。この全域の解体工事を４社の元請け業者とその傘下で７社

のアスベスト除去業者が工事を担当した。アスベスト除去工区は、立体駐車場などは１階

から６階まで各階を２工区に分けたため、１棟で数十工区になった。工区数は２００工区

以上。

• 東京オリンピック後、２０２１年から、残されていた２棟の第２期解体工事、アスベスト

除去が再開された。2棟でアスベスト除去工区は１００工区を以上。第２期工事。

• これらの養生設置前清掃検査、養生検査、完了検査はそれぞれ監理会社による検査、中央

区による検査と２回ずつ行われ、私は第三者として可能な範囲でほぼすべての検査に立ち会った。
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セキュリティールーム周辺でスモークの漏れがあり、養生が見直される。

解体・改修工事に伴うアスベスト除去を安全に
行うためのリスクコミュニケーションの考え方

「築地ルール」
〇工事現場周辺アスベストばく露を防ぎ、住⺠の健康被害を予防
する。
そのためには

⇒工事現場内のアスベスト除去作業員以外のすべての労働者のア
スベストばく露を防ぐ。

そのためには
⇒アスベスト除去作業員のアスベストばく露を防ぐ。
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発注者（施主）としての東京都中央卸売
市場事業部の考え方。強調された点。
〇「除去作業員のアスベスト吸込防止の徹底により、同じ現場で
働く仲間（周辺作業員）の健康被害を防止し、近隣住⺠に健康被
害を生じさせない」ことを最も重要視しており、そのために
「作業場内のアスベスト粉塵量の抑制により、除去作業員の吸込
防止と作業場外への飛散、漏洩防止を行うこと」を徹底している。

〇誰もが取組めるよう新工法や特殊な道具などを⽤いるのではな
く、既存の取組みの工夫によって「適正、安全、完全」なアスベ
スト除去を行うことに取り組んできた。

〇この考え方を、工事現場で単にスローガンとして掲げるのではなく、
関係事業者、助言者を交えて具体的に実践し、現場事務所の会議室で
検討が日々繰り返されてきた。

〇工事開始当初は、施主の考え方が事業者（元請け事業者、アスベス
ト除去業者）になかなか伝わらず、意見のすれ違いや理解の不十分な
事態が発生した。⇒リスクコミュニケーション（現場会議）が繰り返
された。管理会社やNPOによる意見の補完が、理解促進への役割を
担った。

〇東京都中央卸売市場事業部が「施主が安全性についてしっかり取り
組もうと決意すると、相当なところまでできる。」ことを、現場で実
践・実現した意義は大きい。あらゆる公共工事が参考にできる。公共
事業が模範となり、ここから、一般の工事への広がりが期待できる。
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２０１０年２⽉〜１１⽉
④旧厚生年金会館（新宿区）の解体工事における

リスクコミュニケーション事例

- 40 -



2023/8/3

16

左奥（本館）、左手前（学園棟）、右前（保育園 屋上は園児遊び場）

【概要】 旧厚生年金会館（新宿区）の解体工事における
石綿飛散・曝露防止の立入り調査

【当事者】 ① 土地・建物購入企業（家電量販店）
② 解体事業者
③ 解体現場に隣接する区立保育園の保護者
④新宿区役所

【時期】 2010年２⽉頃から11⽉頃
【経過】 ・隣接区立保育園での説明会

・新宿区への安全な保育の要請
・ 協定交渉(保育園保護者・工事事業者・新宿区3者間）
・立入り調査(区の立入調査に、第3者として同行）
・改善：事前調査で見落としを指摘・保育園での濃度測定

1. 厚生年金会館 事実の概要

32
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アスベストが使用されている可能性のある
建物の推計、Ｓ造＋ＲＣ造 合計２８０万棟

⺠間建築物の解体棟数の推計
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解体工事より改修工事が危ない！！
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